
特　別　会　計　名 本年度予算（千円） 特　別　会　計　名 本年度予算（千円）
国民健康保険事業特別会計 955,266 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 138,406
国民健康保険診療所事業特別会計 447,968 ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 特 別 会 計 369,789
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 184,243 財 産 区 事 業 特 別 会 計 446
介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 1,930,583 町立上那賀病院事業会計（公営企業会計） 613,325
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 241,085 工業用水道事業会計（公営企業会計） 31,360

特別会計当初予算 当初予算合計　4,912,471千円

◆性質別歳出予算
区　　分 予算額（千円） 構成比

1
人 件 費 2,248,610 24.18%
公 債 費 1,551,729 16.69%
扶 助 費 352,273 3.79%

2 普通建設事業費 1,319,884 14.19%
災害復旧事業費 15,000 0.16%

3

物 件 費 1,640,797 17.64%
繰 出 金 828,649 8.91%
補 助 費 等 982,141 10.56%
積 立 金 223,469 2.40%
維 持 補 修 費 74,048 0.80%
予 備 費 45,000 0.48%
貸 付 金 18,400 0.20%

義務的経費	 4,152,612 千円1
投資的経費	 1,334,884 千円2
その他経費	 3,812,504 千円3

◆目的別歳出予算
区　　分 予算額（千円） 構成比

議 会 費 72,593 0.78%
総 務 費 2,345,359 25.22%
民 生 費 1,424,929 15.32%
衛 生 費 1,049,918 11.29%
農林水産業費 993,825 10.69%
商 工 費 85,081 0.91%
土 木 費 756,463 8.13%
消 防 費 412,656 4.44%
教 育 費 547,227 5.89%
災 害 復 旧 費 15,220 0.16%
公 債 費 1,551,729 16.69%
予 備 費 45,000 0.48%

歳出予算内訳

令和４年度
那賀町当初予算のお知らせ

当初予算合計　93億円 
一般会計当初予算（前年度比 −0.53％）

歳入予算内訳
区　　分 予算額（千円） 構成比

依
存
財
源

地方交付税 4,550,000 48.92%
地方債 670,400 7.21%
県支出金 747,466 8.04%
国庫支出金 481,347 5.17%
地方消費税交付金 172,048 1.85%
地方譲与税 296,153 3.18%
法人事業税交付金 23,979 0.26%
環境性能割交付金 6,102 0.07%
配当割交付金 5,870 0.06%
株式等譲渡所得割交付金 7,715 0.08%
地方特例交付金 1,000 0.01%
交通安全対策特別交付金 1,000 0.01%
利子割交付金 612 0.01%

自
主
財
源

繰入金 993,410 10.68%
町税 860,271 9.25%
使用料及び手数料 203,421 2.19%
諸収入 64,580 0.69%
寄附金 100,002 1.08%
繰越金 55,521 0.60%
財産収入 43,630 0.47%
分担金負担金 15,473 0.17%

依存財源 6,963,692 千円

国・県から交付される財源
で、この比率が大きいほど、
国や県に依存している。

74.88%

自主財源 2,336,308 千円

町税や使用料など、町が自
主的に収入できる財源のこ
と。

25.12%
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令和４年度 一般会計予算における総合戦略事業

令和４年度　那賀町当初予算の概要

　令和４年度の予算編成については、国の補正予算を
合わせた16ヶ月予算の執行に対応した予算であり、
地域社会のデジタル化対応、脱炭素化の取り組み、防
災・減災対策の一層の強化に取り組みつつ、安定的な
財政運営を行ってまいります。
　「第２期那賀町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
の令和４年度の取り組みとして、新規就業者支援対策
の新設、ふる里留学制度の充実等による人口減少対策、
「那賀町おもちゃ美術館」の整備による交流人口の増
加を目指しています。
　財政状況においては、地方交付税における合併特例

が終了し、今後の人口減少によってはさらに地方交付
税が減少することが想定されます。また、合併特例債
の発行可能額も残り僅かとなり、インフラ整備に必要
となる普通建設事業や合併前に建設された施設の老朽
化対策、類似施設の集約化、廃止などの維持修繕経費
を賄うための財源確保が重要課題であります。
　そうした状況のなか、長期的な視野に立って、人口
減少と地域経済の衰退を克服し、定住人口や交流人口
の増加を地域経済の発展につなげ、本町が有する地域
の特性や強みを活かし、町の魅力を発信していくこと
により、活力あるまちづくりに努めてまいります。

⑵　地域産業における雇用拡大　

林業従事者の雇用拡大 38,978千円
　林業従事者を募るイベント等を開催するとともに、新規就業者
の技術習得支援や林業事業体に対する社会保険料等の支援を行
うことにより、生産性の向上や林業経営基盤の安定を図ります。

高性能林業機械及び
労働環境改善機器の導入支援 11,300千円

　木材の生産性を高める高性能林業機械や製材加工機械、山林
労働環境を改善する機器に対する購入補助を行うことにより、
素材・製材加工生産量の拡大と担い手の定着を図ります。

林道・作業道開設延長の拡大 330,532千円
　木材輸送コストや森林施業コストを削減するため、林道の開
設工事や改良工事を行い、林業振興を図ります。

木材生産量の拡大 19,500千円
　主伐や間伐材搬出に対する補助及び再造林に対する補助に加
え、林業事業体等への間接的補助を横断的に実施し、林業の成
長産業化を推進します。

鳥獣害対策事業 34,085千円
　農林水産物の鳥獣害対策のため、従来のネット、電気柵の設
置に加え大型檻の設置経費を助成するとともに、有害鳥獣駆除
捕獲委託事業を行います。また高齢化する駆除班の後継者作り
のため、狩猟免許取得や狩猟保険に対する助成を行います。

中山間地域等直接支払交付金 39,594千円
　中山間地域での条件不利農地の保全を図る取組を支援します。

多面的機能支払交付金 2,695千円
　地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管
理を推進することにより、農業、農村の有する多面的機能が今
後とも適切に維持発揮されるとともに、担い手農家への農地集
積という構造改革を後押しします。

広域営農団地整備事業 2,075千円
　県が実施している広域農道阿南丹生谷線整備工事を行い、農
業の振興と活性化を図ります。

１　安定して働き続けることができる那賀町における
「しごと」の創生

⑴　新しい雇用の創出

新規就農者への営農支援 19,930千円
　経営開始資金により若手の新規就農者に対する支援を行いま
す。

農業者支援 8,873千円
　農業生産物の種苗代金等の補助や、特産品物流対策費補助、
その他各種団体への活動費補助などを通じて農業の振興と活性
化を図ります。

未利用材の有効利用による
新規雇用者 6,130千円

　バイオマスタウン構想を含め、未利用材を活用した産業等の
活性化を図り、雇用の創出を図ります。

ドローン利活用事業 2,963千円
　ドローン推進室サイト運営やドローン展に出展することによ
り、取り組みを全国にＰＲし、ドローンによるまちおこしを図
ります。

森林の境界明確化事業に関する
雇用の拡大 22,480千円

　豊かな森林を次世代に引き継ぐため、森林境界の調査確定事
業を拡大し、森林経営管理の推進を図ります。

地域商社の立ち上げによる
雇用創出 43,500千円

　ＡＩ・ドローン等の新技術を用いた農林業を社会実装する地
域商社を産学官が連携した協議会でサポートすることにより、
持続可能な地域産業の活性化を図ります。

雇用創出事業 16,076千円
　厳しい雇用情勢に対処するための雇用創出事業として、草刈
等による施設美化のための地域雇用創出作業員を雇用します。
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森林管理サポートセンター
による施業支援 106,394千円

　森林経営管理制度の推進について「とくしま南部地域森林管
理システム推進協議会」と連携し、森林整備の推進を図ります。

林道維持管理事業 16,468千円
　林道及び作業道の維持管理を行い、林道、作業道の機能維持
を行います。

⑶　人材の育成と受入れ体制の整備　　

木育拠点施設整備 178,889千円
　木育拠点施設を整備するとともに町内外の幼児及び小・中学
生等を対象とした木育活動を支援します。

無人航空機の操縦者及び安全
運行管理者育成 3,179千円

　那賀高校森林クリエイト科生徒を対象とした小型無人航空機
認定資格取得講座を実施し、人材育成を図ります。

林業系講習会の開催及び
人材育成 9,148千円

　林業系技術講習会等を開催し、業務に必要な免許の取得や高
度な技術習得を実践し、新規就業者を支援します。

図書館の運営 9,554千円
　住民に読書をはじめとする情報サービスを提供し、住民が知
識や情報を得たりレクレーションを楽しめるように取り組みま
す。

２　那賀町への新しいひとの流れをつくる

⑴　移住支援の強化　　

那賀町移住交流支援センター事業 4,040千円
　推進団体への支援や移住交流イベント等を開催することで都
市との交流を促進し、移住に結び付けます。

移住者情報支援
（空き家情報管理） 11,825千円

　システム構築により移住相談業務の効率化を図り、交流人口
や関係人口の増加および移住定住に向けた地域資源を有効に活
用します。

移住用空き家改修補助 14,200千円
　空き家バンクに登録された空き家等を地域活性化に寄与する
施設に改修する場合の費用を補助し、空き家の活用を図ります。

移住・定住支援員事業 9,926千円
　移住希望者や移住者が安心して相談でき、移住者の増加およ
び移住後の定着を図るため、地域とつながりを持って暮らせる
ことを目的とし活動します。

⑵　交流人口の拡大

都市部との交流事業 1,785千円
　会員の交流、親睦を図るとともに「ふるさと」との絆を深め、
那賀町の振興発展に寄与することを目的とした事業を実施しま
す。

移住体験事業 2,712千円
　移住を検討している方に対して、一定期間町内での生活を体
験できる施設を貸し出すことで移住を促進します。

町内観光施設関係及び
インバウンド関係事業 39,367千円

　那賀町観光協会等の団体補助、観光施設の維持・修繕、各種
イベントの助成などを通じ外国人旅行者も含めた観光誘客に取
り組みます。

「四国の右下魅力倍増」推進事業 4,330千円
　県民局・県南１市４町で立ち上げた、四国の右下観光局（Ｄ
ＭＯ）と連携し広域的な観光振興に取り組みます。

相生森林美術館の運営 17,879千円
　常設展・企画展を実施し、ギャラリートーク、講演会や木彫
り・木版画の実技講習会などに積極的に取り組み、交流人口の
増加を図ります。

那賀町農村舞台公演 4,320千円
　町内６か所による農村舞台を活用した伝統的な文化を継承す
るとともに、新たな活用に向けた支援を行います。また、国指
定の重要無形民族文化財に指定されている太布織りや伝統的な
文化である吹き筒花火の保存・継承の取り組みを行います。

地域おこし協力隊の設置及び
運営事業 27,706千円

　都市部の若者を地域おこし協力隊員として委嘱し、各地域の
課題解決に向けての取り組みや町内の情報を発信することによ
り地域の活性化を図ります。

ＰＲイベントＷｅｂ配信事業 4,320千円
　那賀町 PR を目的とし YouTube 上で PR イベントを実施。
関係人口、交流人口の増加を目指します。

稚魚放流事業 10,901千円
　漁業組合が実施する稚魚放流を支援し、釣り客等の交流人口
増加を目指します。

⑶　多様な人材の受け入れ強化

県南地域づくりキャンパス事業 400千円
　町の課題解決のための県内外の学生によるフィールドワーク
を実施する。

ふる里留学制度 4,573千円
　児童生徒の減少に歯止めをかけるため町外からの留学生や子
育て世代の移住者に対して支援を実施します。

３　那賀町が若い世代の定住・結婚・出産・子育てに
希望が持てる地域となる

⑴　結婚・出産・子育ての希望がかなう環境づくり

結婚出産祝い金事業等 79,050千円
　潤いと活気に満ちた明るい社会づくりのため、住民の結婚、
出産に対し、祝い金を交付します。また、定住後に生まれた子
どもの人数に応じて、定期に加算金を交付します。
　結婚を希望する方の婚活を支援するため、縁むすびの会（婚
活支援団体）への助成を行います。
　児童を養育する父母等に児童手当を支給します。
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認定こども園運営事業 287,250千円
　就学前の子どものすこやかな心と体の成長のため、こども園
における教育・保育活動や保護者に対する子育て支援を推進し
ます。

地域子育て支援事業 16,625千円
　地域子育て支援センターを拠点施設として、子育て中の親子
の交流・育児相談等を行い、子どものすこやかな育ちを支援し
ます。
　子どもの預かりを行う相互援助活動（ファミリーサポートセ
ンター）の会員運営を行います。

妊娠から出産・子育ての総合支援 45,934千円
　妊婦や乳児の健康保持のため、各種健診の費用の一部を助成
するとともに、妊婦等の相談等を行います。乳幼児や学童の健
康維持のため予防接種を行うとともに、高校卒業までの子ども
やひとり親家庭の医療費の助成を行います。不妊治療費の一部
を助成します。

⑵　子どもが学ぶ環境の充実

那賀高校支援事業 11,841千円
　那賀町唯一の高校である県立那賀高校の教育振興・就学支援
を図るため、教育振興に関する財政支援のほか、奨学金の支給、
通学費の支援、那賀菊寮の調理、寮費補助などの支援を行いま
す。

町費教員の配置 59,358千円
　地域の創意工夫を活かした教育の充実を目指し、町独自で教
職員を任用します。

外国人講師の配置 8,070千円
　生きた外国語に触れる機会を増やすため、日本人教員を補助
し、授業にあたる外国人講師を任用します。

町教育研究会等補助 752千円
　那賀町を愛する心を育成するため、弁論大会等を開催したり、
児童生徒の国内外研修に対し補助を行います。

スクールバス運行
及び定期交付事業 32,783千円

　小中学校への遠距離通学による不便性を解消するため、スク
ールバス等を運行します。また、路線バスを利用する児童生徒
に対し、定期券を無償で交付しています。

小中学校校舎維持修繕事業 8,365千円
　各小中学校校舎等の健全性を保つ必要があることから、修繕
工事等を行い、安全で安心な教育環境を整備します。

教育におけるＩＣＴの活用 11,517千円
　小中学校において、児童生徒用タブレット端末などを用い、
教育の質の向上を目指すとともにギガスクール対応に向けた取
り組みを行います。

学校図書の充実 1,407千円
　小中学校で図書を購入し、学校図書を充実させることでより
良い学習環境を整えます。

ふるさと学習（総合学習）事業 2,361千円
　町内の小中学校が実施する、ふるさとを知り、ふるさとを愛
する教育への支援を行います。

経済的な就学支援 4,471千円
　経済的に困窮している児童生徒を持つ世帯に対し、教材費な
どの負担軽減のため支援を行います。

特別支援教育就学補助 932千円
　障害のある幼児児童生徒が特別支援学校や小中学校の特別支
援学級等で学ぶ際に保護者が負担する教育関係経費について、
家庭の経済状況等に応じ補助を行います。

放課後子ども教室事業 10,251千円
　学校の放課後や長期休暇期間において、地域の方々の参画を
得て、安全・安心な子どもの活動拠点を設けます。

安心安全な学校給食の充実 79,108千円
　児童生徒にバランスのとれた食事、望ましい食習慣を形成す
る拠点として、直営で学校給食センターを運営します。

⑶　移住・定住の促進、若い世代向住宅施策の推進

奨学金返済免除制度による
定住支援 17,400千円

　経済的な理由により大学等に入学が困難な方に奨学金を貸与
し、優秀な人材の育成を図るとともに定住促進を図る目的で貸
与額の還付制度や補助制度による支援を行います。

地域コミュニティ活性化事業 13,000千円
　町内各地区のまちづくり協議会の取り組みの支援や、コミュ
ニティ助成事業を行い、地域の活性化を図ります。

町産木づかい住宅等支援事業 2,000千円
　那賀町内での新築及びリフォーム物件の木材資材費を補助し、
町産材の利用拡大と定住を支援します。

公営住宅の維持管理 16,213千円
　町営住宅の維持修繕工事を行い、居住環境の改善・充実に努
め、定住化を図ります。

４　時代にあった地域をつくり、安心な暮らしを守る
とともに、地域と地域を連携する

⑴　くらしの安心の実現

自主防災組織助成事業 100千円
　自主防災組織ができていない地域で、新たな発足を目指しま
す。

木造住宅耐震化促進事業 14,865千円
　南海トラフの巨大地震に備え、木造住宅の耐震化を図り、地
震に強いまちづくりを推進します。また老朽化した危険空家の
解体を支援し、避難路を確保します。

高齢者の交通手段の整備 4,543千円
　高齢者の生きがいと社会参加を促進するため、タクシーを利
用した外出を支援します。一部地区で社会福祉協議会によるボ
ランティアタクシーを運営します。

地籍調査の推進 252,881千円
　土地所有者の一筆ごとの土地について、所有者・地番・地目・
境界の調査と面積に関する測量を行い現況に合った地籍図・地
籍簿を作成します。

避難訓練の実施 1,500千円
　自主防災組織のみなさんが、自助 ･共助を意識し、災害時に
避難行動が速やかにとれるよう、各地域で避難訓練を実施しま
す。
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災害時に迂回路として重要な
町道の整備 20,000千円

　社会資本整備総合交付金事業や地方道路整備交付金事業など
を活用して、災害時に迂回路として重要となる町道の整備を行
います。

町社会福祉協議会補助金 55,600千円
　住民参加協同による福祉活動サービス推進のため、町社会福
祉協議会に補助を行い、ボランティア活動及び在宅福祉事業の
推進や、各福祉団体への活動支援強化を図ります。

通所介護事業所施設の運営委託・
施設整備 26,202千円

　高齢者が可能な限り自立した日常生活を送ることが出来るよ
う、通所介護事業の運営を町社会福祉協議会に委託し、高齢者
の孤立感の解消や心身機能の維持、家族の介護の負担軽減など
を図ります。

養護老人ホーム運営・入所措置 38,798千円
　身体・精神または環境上の理由や経済的な理由により、自宅
での生活が困難になった方を入所させ、食事サービス、機能訓
練、その他の日常生活上必要な便宜を提供することにより養護
を行います。

障害者福祉事業 224,538千円
　障害のある人も普通に暮らし、地域の一員として、ともに生
きる社会づくりを目指して、障害者自立支援給付事業をはじめ
とする障がい福祉施策を推進します。

高齢者生活状況確認事業 1,923千円
　緊急通報サービスや関係機関との連携を行い、一人暮らし高
齢者の生活状況の把握と支援を行います。

障がい者虐待防止事業 600千円
　障がい者虐待の防止、また障がい者虐待を受けた障がい者に
対する保護及び支援等を実施します。

環境保全事業 938千円
　環境美化パトロール員の強化や町内一斉清掃などにより、環
境美化啓発運動を推進します。

合併浄化槽設置補助事業 7,058千円
　合併処理浄化槽の設置を促進し、生活排水からの河川環境の
保全に努めます。また、高齢者のトイレ改修に伴う設置も推進
します。

合併浄化槽維持管理事業 1,300千円
　合併処理浄化槽の設置推進に向けた啓発活動及び既存の合併
処理浄化槽の適正な維持管理を推進します。

廃棄物処理事業 275,067千円
　し尿及びごみの処理を町営で実施しており、適正な運営を行
っています。町民の皆様がより利用しやすくなるよう努めます。

各種予防接種実施事業 14,241千円
　高齢者やクーポン券による風しん第５期の定期接種、風しん
任意接種の助成等を行い、疫病予防に備えます。

総合検診等実施事業 8,799千円
　各種検診を実施するとともに、健康教室や健康相談を充実し、
町民の健康づくりに努めます。

新型コロナワクチン接種事業 42,065千円
　新型コロナワクチンの接種を推進し、感染及び重症化の予防
に努めます。

簡易水道、集落排水事業へ操出金 146,862千円
　住民の暮らしを支える重要なインフラである上下水道施設の
適正管理を行い、安定供給とコストの削減に努めます。

地域医療体制の充実 396,814千円
　医療体制を充実させるため、町立病院・診療所に運営補助を
行い、本町に赴任した医師が働きやすい環境づくりと医師の確
保対策に取り組みます。さらに看護師不足解消のための施策に
も取り組み、町民が安心して住めるまちづくりを目指します。

県単治山事業 23,706千円
　山地災害や河川への土砂流出を防ぐため、各地域において治
山事業を進めます。

那賀町消防本部、消防署運営 289,826千円
　那賀町消防本部・消防署運営により、地域住民の生命と財産
を守ります。

那賀町消防団の運営 40,194千円
　地域防災を担う地元消防団の積極的な活動により、住民の安
心と安全を守ります。

消防施設整備費 21,427千円
　地域の非常備消防力を向上させるため、小型ポンプ積載車や
消防資機材の整備、消防水利の確保など、消防防災機能を高く
維持します。

災害対策事業 8,704千円
　南海トラフの巨大地震や豪雨災害等に備え、避難所に必要な
食糧の備蓄をすすめるとともに、簡易トイレや簡易ベッド、ド
ーム型テント等を備蓄し、快適な避難所となるよう整備します。

代替バス運行補助 92,021千円
　公共交通機関であるバス路線の維持を図るため、代替バスの
運行や、老朽化したバス停の修繕を行い、高齢者や通学者の利
便性を確保します。

防災行政無線施設 49,772円
　防災行政無線として新設した減災コミュニケーションシステ
ムにより、屋外放送や防災アプリを使い、防災情報を周知しま
す。このほか移動系無線に、IP 無線や衛星ケイタイを併用し、
通信網の充実を図ります。

 ＳＳ過疎地対策事業 18,519円
　住民福祉の向上と災害対応の観点から、ＳＳ空白地区となっ
ている鷲敷地区でＳＳを新設するための用地買収及びボーリン
グ調査を実施します。

⑵　地域づくりの加速

宅配サービスの利用促進 1,000千円
　商工会買物弱者対策事業に対して支援を行い、買物弱者対策
として、宅配サービス事業・出前商店街事業を行います。

⑶　情報通信の整備の推進

携帯電話等エリア整備事業 3,530千円
　携帯電話基地局向け通信用光ケーブルの保守管理を行います。

⑷　多様な人材が輝く地域づくりの加速

高齢者の生きがいと
健康づくり推進事業 19,482千円

　敬老会の開催や、80歳以上の方への敬老祝い金の支給などを
行います。また各種の趣味講座等を開催したり、シルバー人材セ
ンターを運営する等、高齢者の生きがいと健康づくりに努めます。
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　平成26年４月１日より５％から８％へ、令和元年10月１日より８％から10％へ、消費
税率が引き上げられたことに伴い、地方消費税率も1.0％から2.2％に引き上げられており
ます。その地方消費税率引上げに伴う地方消費税交付金の増収分については、その使途を明
確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　令和４年度一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、
次のとおりです。なお、地方消費税交付金の引上げ分の各施策への充当方法は、社会保障施
策経費の一般財源総額に対する各施策経費の一般財源の割合により按分して算出しています。

【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）	 95,753 千円
【歳出】　社会保障施策経費（総額）	 1,048,686 千円

（単位：千円）

事　業　名 予算額

財　　源　　内　　訳
特　定　財　源 一　般　財　源

国・県
支出金 地方債 その他 うち地方消費税交付金

（社会保障財源化分）

社
会
福
祉

高齢者福祉事業 38,798 38,798

11,064
障害者福祉事業 184,029 138,294 45,735

社 会 福 祉 事 業 25,500 12,750 12,750

母 子 福 祉 事 業 30,547 6,658 23,889

社
会
保
険

介 護 保 険 事 業 278,984 21,037 257,947

44,836国民健康保険事業 74,535 32,100 42,435

高齢者医療事業 242,545 51,890 190,655

保
健
衛
生

病 院 事 業 391,432 391,432

39,853
疾病予防対策事業 73,317 42,680 30,637

医 療 提 供 体 制
確 保 事 業 6,104 6,104

成 人 保 健 事 業 9,504 400 800 8,304

合　　　計 1,355,295 305,809 0 800 1,048,686 95,753

令和４年度　地方消費税交付金
（社会保障財源化分）の使途について

フレイルトレーナー・
フレイルサポーター養成事業 3,070千円

　健康に関する様々なチェックを行い、運動、食事、社会参加
についての指導を行うことにより虚弱を予防し、健康寿命の延
伸を図ります。

⑸　時代にあったふるさとづくりの加速

ふるさと寄付金収入の増大 100,000千円

　各種ふるさと納税サイトで広く寄附を募り、地域活性化のた
めの各種事業の財源として活用します。
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